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協力医療機関の届出に関するＱ＆Ａ 

 

 

協力医療機関の届出書の記載について 

 

①「協力医療機関の担当者名」には誰を記載するのか。 

→協力医療機関側において、協定内容や急変時対応の取り決めを把握している担当者を記載

する。事務担当者、地域連携室担当者、看護部門担当者等でも差し支えない。氏名はフル

ネームでも姓のみでもよい。 

 

②「入所者等が急変した場合等の対応の確認を行った日」にはいつの日付を記載するのか。 

→初回届出時は、原則として協定締結日又は急変時対応等について協議・確認を行った日を

記載する。 

また、制度上は「1 年に 1 回以上」協力医療機関との間で急変時対応等を確認することが

求められているため、毎年度確認を行い、その確認日を更新する必要がある。 

 

③協力歯科医療機関についても記載する必要があるか。 

→協力歯科医療機関は、原則として「協力医療機関に関する届出書」の届出対象ではない。 

ただし、歯科医療機関が届出書に記載する協力医療機関の要件を満たし、当該協力医療機

関として位置付ける場合は記載を妨げるものではない。通常は記載不要と考えられる。 

 

 

添付する協定書等について 

 

①協定書という名称でなければならないか。 

→名称は問わない。 

協定書、覚書、確約書その他の名称であっても、協力医療機関との協力内容及び基準を満

たすことが確認できる内容であれば差し支えない。 

 

②過去に締結した協定書でもよいか。 

→差し支えない。 

ただし、現在も有効であり、協力医療機関の要件を満たしていることが確認できる内容で

ある必要がある。 

  



その他 

 

①協力医療機関を確保できていない場合でも届出は必要か。 

→必要である。 

令和 9 年 3 月 31 日までは経過措置期間が設けられているが、協力医療機関を確保できて

いない場合であっても届出書を提出し、 

・協議を行った医療機関数 

・協議が整わなかった理由 

・今後の確保計画 

等を記載する必要がある。 

 

 ②届出は毎年必要か。 

 →必要である。 

協力医療機関との急変時対応等について、1 年に 1 回以上確認を行い、協力医療機関に関

する届出書を毎年度提出する必要がある。提出期限は指定権者によって異なるため、所轄

自治体の案内による。 

 

 ③協力医療機関又は協定内容に変更があった場合はどうなるか。 

 →年度途中であっても速やかに届出書を再提出する必要がある。 

また、協力医療機関の変更は、別途、変更届出書（介護老人保健施設及び介護医療院は開

設許可事項変更申請）も必要となる場合がある。 

 

 ④協力医療機関は 1医療機関で全ての要件を満たす必要があるか。 

 →必ずしも 1 医療機関で全てを満たす必要はない。 

複数の医療機関を組み合わせることによって、 

・相談対応体制 

・診療体制 

・入院受入体制 

の要件を満たすことも可能である。 

 

 ⑤別紙 1と別紙 3 は何が違うか。 

 →対象サービスが異なる。 

別紙１ 別紙３ 

・（（介護防））定定施設入者者活介介護（ 

・介護老人福祉施設（ 

・介護老人保健施設（ 

・介護医療院（ 

・養護老人ホーム（ 

・軽費老人ホーム 

・地域密着型定定施設入者者活介介護（ 

・（（介護防））認症対対応型同生活介介護（ 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者活介

介護 

 

 


